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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 13,545 14,697 15,873 27,470 30,073 

経常利益 （百万円） 2,689 3,132 3,277 5,445 5,853 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,498 1,657 1,959 2,904 3,061 

純資産額 （百万円） 34,409 37,135 38,061 35,878 38,294 

総資産額 （百万円） 40,709 44,057 45,722 43,556 45,561 

１株当たり純資産額 （円） 1,522.37 1,632.92 1,733.28 1,586.65 1,682.92 

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 66.30 73.33 86.72 127.78 135.43 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 84.53 83.77 82.64 82.37 83.49 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,338 1,046 1,872 4,249 3,478 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △2,289 252 △3,625 △3,698 3,581 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △452 △452 △2,448 △905 △1,130 

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

（百万円） 10,796 12,806 14,048 11,925 18,042 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 1,005 
[164] 

1,014 
[157] 

1,026 
[159] 

1,020 
[170] 

1,004 
[168] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 11,590 12,344 13,168 23,460 25,026 

経常利益 （百万円） 2,087 2,339 2,408 4,547 4,468 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,283 1,178 1,438 2,716 2,332 

資本金 （百万円） 1,850 1,850 1,850 1,850 1,850 

発行済株式総数 （株） 22,689,795 22,689,795 21,803,295 22,689,795 22,689,795 

純資産額 （百万円） 31,530 33,273 32,578 32,777 33,729 

総資産額 （百万円） 35,685 37,791 37,551 37,663 38,291 

１株当たり純資産額 （円） 1,395.00 1,472.11 1,494.28 1,449.49 1,492.31 

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 56.80 52.12 63.67 119.45 103.19 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） 20.00 30.00 20.00 40.00 50.00 

自己資本比率 （％） 88.36 88.05 86.76 87.03 88.08 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 385 
[31] 

384 
[32] 

397 
[33] 

378 
[31] 

388 
[31] 



２【事業の内容】 

  当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（日東工器株式会社）及び国内子会社７社、海外子会社10

社、その他の関係会社１社により構成されており、迅速流体継手、機械工具、リニア駆動ポンプ、建築機器、他事業

の製造・販売を主たる業務としております。 

  なお、当社は新製品の研究開発・試作等を行い、それらの製造を国内・海外の製造子会社に委託しております。 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２．上記従業員には、社外からの受入出向社員を含み、社外への派遣出向社員は含まれておりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

迅速流体継手      379 （79） 

機械工具      396（ 46）  

リニア駆動ポンプ      184 （20）  

建築機器、他       67 （14）  

合計    1,026（159） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  397(33) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、IT・エレクトロニクス分野の在庫調整が進展し、一般機械や自動車生

産が堅調だったことから、企業主導の景気回復を継続しました。設備投資が頭打ちの兆候を見せていますが、増加基

調に大きな変化はありません。個人消費が振るわず、住宅建設に遅れが出ているものの、経済を支えてきた力強い外

需は依然として高水準で推移し、景気は粘り腰の様相を呈しています。 

  海外においては、米国でサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問題が顕在化し、わが国でも金融

機関など一部の企業に影響が出ております。米国経済の減速と輸出伸び悩みが先行き懸念されるところですが、円安

基調を背景に中国を中心としたアジア向け輸出が好調を持続しています。また欧州やロシア、ブラジルといった新興

国の景気も総じて堅調に推移しております。 

  このような環境の中で当社グループは、 高値を記録した原油価格、高騰した鉄や銅など原材料価格の高値持続と

いう難題に直面しました。このため前期から取り組んできたグループ企業あげての原価低減をさらに徹底し、総材料

費への影響を極力抑える努力をいたしました。５月には迅速流体継手「カプラ」標準品の値上げに踏み切り、収益の

改善を図るとともに品質の向上にまい進し、国内および世界市場で圧倒的な競争力を維持しております。 

  こうした経営努力の結果、当中間連結会計期間における売上高は158億73百万円となり、前中間連結会計期間146億

97百万円と比較すると8.0%の増収となりました。また営業利益は31億90百万円となって、前中間連結会計期間31億33

百万円と比較すると1.8%の増益となりました。これによって純利益は19億59百万円となり、前中間連結会計期間16億

57百万円から18.2%の増益となりました。 

  事業のセグメント別に概観すると、次のとおりです。 

  迅速流体継手事業では金属加工機械や半導体産業向け製品など幅広い産業で需要が伸び、また欧州を中心に輸出も

堅調だったことから、売上高は56億53百万円（前中間連結会計期間比3.7%の増収）となりました。半面、原材料価格

高騰の直撃を受けて、営業利益は12億40百万円（前中間連結会計期間比3.5%の減益）となりました。 

 機械工具事業では加工関係の主力ユーザー業界が活況を呈し、鋼材用穴あけ加工機「アトラ」がけん引役となり、

溶接のスパッタ取り工具「ジェットタガネ」も好調を維持し、売上高は66億86百万円（前中間連結会計期間比15.0%

の増収）と大きく伸びました。営業利益は14億62百万円（前中間連結会計期間比21.3%の増益）でした。 

 リニア駆動ポンプ事業では国内の市場では依然として浄化槽用ブロワが低迷、それを海外でカバーし、さらには医

療・福祉用や健康機器で健闘したものの、売上高は24億91百万円（前中間連結会計期間比2.4%の減収）となりまし

た。営業利益は３億93百万円（前中間連結会計期間比30.0%の減益）でした。 

 建築機器、他事業では防火ドア向けオートヒンジの需要が堅調で、安全性やバリアフリーに配慮した引き戸タイプ

のドアクローザ採用も増えていることから、売上高は10億41百万円（前中間連結会計期間比18.1%の増収）と好調で

した。営業利益は94百万円（前中間連結会計期間比17.4%の増益）でした。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりです。なお、各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高、また

は振替高を含んで記載しております。 

 日本国内では産業界全般の活発な企業マインドにより、売上高は136億21百万円（前中間連結会計期間比6.4%の増

収）となりました。しかし原材料価格が高値圏で推移したことにより、営業利益は26億21百万円（前中間連結会計期

間0.4%の減益）でした。 

 海外では海外子会社の業績が好調だったことから、売上高は49億40百万円（前中間連結会計期間比14.6%の増収）

と高い伸びを記録しました。営業利益も６億29百万円（前中間連結会計期間比23.3%の増益）と好調でした。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益32億51百万円（前中間連結会計期間比14.1％増加）、定期預金の払戻による収入８億80百万円等による増加

があったものの、定期預金の預入による支出32億23百万円、自己株式の取得による支出19億87百万円、有形固定資

産の取得による支出９億87百万円等による減少があったため、前連結会計年度末に比べて39億94百万円（前中間連

結会計期間比－％）減少し、当中間連結会計期間末には140億48百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、18億72百万円（前中間連結会計期間比78.9％増

加）となりました。これは、主に法人税等の支払額10億39百万円、売上債権の増加４億28百万円等による減少があ

ったものの、税金等調整前中間純利益32億51百万円、減価償却費４億23百万円等による増加があったことによるも

のであります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、36億25百万円（前中間連結会計期間比－％）とな

りました。これは、主に定期預金の払戻による収入８億80百万円等による増加があったものの、定期預金の預入に

よる支出32億23百万円、有形固定資産の取得による支出９億87百万円、投資有価証券の取得による支出３億11百万

円等による減少があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、24億48百万円（前中間連結会計期間比441.3％増

加）となりました。これは、自己株式の取得による支出19億87百万円、配当金の支払額４億52百万円等による減少

があったことによるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記生産実績は、各製造会社の生産金額を合算し、その後セグメント内部の仕入金額を消去して算出してお

ります。 

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

迅速流体継手（百万円） 5,478 103.4 

機械工具（百万円） 6,394 106.9 

リニア駆動ポンプ（百万円） 2,060 105.0 

建築機器、他（百万円） 887 118.7 

合計（百万円） 14,820 106.0 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

迅速流体継手（百万円） 5,653 103.7 

機械工具（百万円） 6,686 115.0 

リニア駆動ポンプ（百万円） 2,491 97.6 

建築機器、他（百万円） 1,041 118.1 

合計（百万円） 15,873 108.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱山善 2,235 15.2 2,398 15.1 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社（日東工器株式会社）が行っております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、450百万円であります。 

各セグメント別の研究開発状況につきましては、以下のとおりであります。 

(1）迅速流体継手事業 

 迅速流体継手事業の研究開発は、当社カプラ本部のカプラ開発部が担当し、半導体製造装置用や省エネルギー

関係等新しい用途開発を行っております。 

 当事業に係る研究開発費は、164百万円であります。 

(2）機械工具事業 

 機械工具事業の研究開発は、当社機工本部の機工第１開発部及び機工第２開発部が担当し、工場環境関連や電

機関連等の省人化・省力化製品の開発を行っております。 

 当事業に係る研究開発費は、149百万円であります。 

(3）リニア駆動ポンプ事業 

 リニア駆動ポンプ事業の研究開発は、当社リニア本部のリニア開発部が担当し、圧縮空気応用技術による各種

製品の開発を行っております。 

 当事業に係る研究開発費は、106百万円であります。 

(4）建築機器、他事業 

 その他事業のうち建築機器の研究開発は、当社建築機器事業部の技術部が担当し、ドアクローザ等の開発を行

っております。 

 当事業に係る研究開発費は、29百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な移動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 51,958,200 

計 51,958,200 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株)

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 21,803,295 21,803,295 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 21,803,295 21,803,295 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

    （注）自己株式の消却による減少であります。 

(5）【大株主の状況】 

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社株式管理口は、高田佳代子氏及び高田素成氏の信託株式であります。

２．アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーから、平成19年8月15日付で

提出された大量保有報告書により同日現在で2,803千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して中間期末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

大量保有者       アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシー 

住所             1345 Avenue of the Americas, New York,NY 10105-4300 U.S.A. 

保有株券等の数   株式 2,803,800株 

株券保有割合     12.36％ 

  

年月日 
発行済株式総数
増減数(千株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年9月28日
(注）  

△886 21,803 － 1,850 － 1,925 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

株式会社日器 東京都大田区田園調布3-28-8 5,662 25.97 

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー 
［（常代）株式会社みずほコーポレート
銀行 兜町証券決済業務室］ 

P.O.BOX 351 Boston Massachusetts 
02101 U.S.A. 

 ［東京都中央区日本橋兜町6-7］ 

2,473 11.35 

日本マスタートラスト信託銀行株式 
会社(株式管理口) 

東京都港区浜松町2-11-3 1,336 6.13 

御器谷 俊雄 東京都大田区 1,087 4.99 

御器谷 春子 東京都大田区 1,064 4.88 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1-8-11 936 4.29 

クレデイスイスユーロピービークライ
エントエスエフピーブイエル 
 ［（常代）シティバンク、エヌ・エイ 
  東京支店］ 

One Cabot Square London E14 4QJ,UK 

［東京都品川区東品川2-3-14］ 

699 3.21 

高田  洋子 東京都大田区 696 3.19 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 596 2.73 

有限会社ミキヤコーポレーション 東京都大田区田園調布3-28-8 565 2.59 

計 － 15,119 69.35 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】                                                                  

 平成19年９月30日現在

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれております。 

②【自己株式等】                                                                  

 平成19年９月30日現在

 （注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権の数１個）あります。 

 なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区   分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      1,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,789,100 217,891 － 

単元未満株式 普通株式     12,895 － － 

発行済株式総数 21,803,295 － － 

総株主の議決権 － 217,891 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上
2-9-4 

1,300 － 1,300 0.01 

計 － 1,300 － 1,300 0.01 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高（円） 2,750 2,685 2,645 2,725 2,680 2,675

低（円） 2,570 2,500 2,570 2,600 2,415 2,480



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     13,271     14,087     15,415  

２．受取手形及び売掛
金 

※２   8,945     9,288     8,764  

３．有価証券     1,998     4,196     2,197  

４．たな卸資産     5,013     5,610     5,193  

５．債権信託受益権     2,099     －     1,799  

６．繰延税金資産     672     670     650  

７．その他     355     389     247  

貸倒引当金     △34     △33     △27  

流動資産合計     32,323 73.4   34,209 74.8   34,240 75.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1).建物及び構築物   5,514     5,670     5,637    

減価償却累計額   3,076 2,437   3,254 2,415   3,161 2,475  

(2).機械装置及び運
搬具   2,794     3,123     2,947    

減価償却累計額   1,919 875   2,249 874   2,070 876  

(3).工具器具備品   4,650     4,833     4,744    

減価償却累計額   3,833 816   4,090 742   3,940 803  

(4).土地     4,212     4,248     4,239  

(5).建設仮勘定     138     821     83  

有形固定資産合計     8,480 19.2   9,102 19.9   8,478 18.6 

２．無形固定資産                    

(1).のれん     66     0     50  

(2).その他     101     91     89  

無形固定資産合計     167 0.4   92 0.2   140 0.3 

３．投資その他の資産                    

(1).長期性預金     1,000     －     500  

(2).投資有価証券      1,360     1,339     1,329  

(3).長期貸付金     320     287     305  

(4).繰延税金資産     156     446     323  

(5).その他     312     259     258  

貸倒引当金     △64     △14     △14  

投資その他の資産
合計     3,086 7.0   2,318 5.1   2,702 5.9 

固定資産合計     11,734 26.6   11,512 25.2   11,321 24.8 

資産合計     44,057 100.0   45,722 100.0   45,561 100.0 

                      

 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※２   2,411     2,775     2,370  

２．未払法人税等     1,228     1,208     969  

３．賞与引当金     584     601     589  

４．役員賞与引当金     8     8     16  

５．その他     1,322     1,721     1,881  

流動負債合計     5,554 12.6   6,314 13.8   5,827 12.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．繰延税金負債     30     25     24  

２．退職給付引当金     1,071     1,068     1,175  

３．役員退職慰労引当
金     116     136     134  

４．その他     148     115     105  

固定負債合計     1,366 3.1   1,345 2.9   1,439 3.1 

負債合計     6,921 15.7   7,660 16.7   7,266 15.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     1,850 4.2   1,850 4.1   1,850 4.1 

２ 資本剰余金     1,925 4.4   1,925 4.2   1,925 4.2 

３ 利益剰余金     32,561 73.9   32,621 71.3   33,286 73.1 

４ 自己株式     △214 △0.5   △2 △0.0   △214 △0.5 

株主資本合計     36,122 82.0   36,394 79.6   36,847 80.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    546 1.2   348 0.8   526 1.2 

２ 為替換算調整勘定     238 0.6   1,045 2.3   663 1.4 

評価・換算差額等合
計 

    784 1.8   1,394 3.1   1,189 2.6 

Ⅲ 少数株主持分     228 0.5   273 0.6   256 0.6 

純資産合計     37,135 84.3   38,061 83.3   38,294 84.1 

負債純資産合計     44,057 100.0   45,722 100.0   45,561 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     14,697 100.0   15,873 100.0   30,073 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,235 49.2   8,124 51.2   15,257 50.7 

売上総利益     7,462 50.8   7,748 48.8   14,815 49.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   4,329 29.5   4,558 28.7   8,996 29.9 

営業利益     3,133 21.3   3,190 20.1   5,819 19.4 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   47     101     127    

２．受取配当金   5     10     7    

３．仕入割引   8     11     18    

４. 為替差益   －     42     13    

５．その他   55 116 0.8 43 208 1.3 101 268 0.9 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   4     3     9    

２．売上割引   67     49     121    

３．たな卸資産処分損   32     37     66    

４．自己株式買付手数
料   －     26     －    

５．為替差損   6     －     －    

６．その他   6 117 0.8 4 122 0.8 35 234 0.8 

経常利益     3,132 21.3   3,277 20.7   5,853 19.5 

Ⅵ 特別利益                    

１．貸倒引当金戻入益   0     －     0    

２．投資有価証券売却
益   11     －     11    

３. 固定資産売却益 ※２ 1     1     2    

４．障害者作業施設設
置等助成金    －     －     3    

５．補償金収入   － 13 0.1 － 1 0.0 14 31 0.1 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損   5     1     24    

２．固定資産売却損 ※３ 0     2     4    

３．固定資産圧縮損   －     －     3    

４．減損損失 ※４ 289 296 2.0 23 27 0.2 526 558 1.9 

税金等調整前中間
（当期）純利益     2,848 19.4   3,251 20.5   5,325 17.7 

法人税、住民税及
び事業税   1,173     1,294     2,373    

法人税等調整額   11 1,184 8.1 △19 1,275 8.0 △128 2,245 7.5 

少数株主利益     6 0.0   16 0.1   18 0.0 

中間（当期）純利
益     1,657 11.3   1,959 12.3   3,061 10.2 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 31,371 △214 34,933 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △452 － △452 

役員賞与（注） － － △16 － △16 

中間純利益 － － 1,657 － 1,657 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,189 △0 1,188 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 32,561 △214 36,122 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整勘定

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
760 184 944 190 36,068 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － △452 

役員賞与（注） － － － － △16 

中間純利益 － － － － 1,657 

自己株式の取得 － － － － △0 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中期中の変動額（純

額） 

△213 53 △159 38 △121 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△213 53 △159 38 1,067 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
546 238 784 228 37,135 



 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 33,286 △214 36,847 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △452 － △452 

中間純利益 － － 1,959 － 1,959 

自己株式の取得 － － － △1,960 △1,960 

自己株式の消却 － － △2,172 2,172 － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △665 212 △452 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 32,621 △2 36,394 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整勘定 

評価・換算差額等 
合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
526 663 1,189 256 38,294 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △452 

中間純利益 － － － － 1,959 

自己株式の取得 － － － － △1,960 

自己株式の消却 － － － － － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△177 381 204 16 220 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△177 381 204 16 △232 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
348 1,045 1,394 273 38,061 



 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

      利益処分額 

       １．配当金      452百万円 

       ２．役員賞与金   16百万円 

            合計       468百万円 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 31,371 △214 34,933 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △1,130 － △1,130 

役員賞与（注） － － △16 － △16 

当期純利益 － － 3,061 － 3,061 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,914 △0 1,914 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 33,286 △214 36,847 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整勘定

評価・換算差額等 
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
760 184 944 190 36,068 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － △1,130 

役員賞与（注） － － － － △16 

当期純利益 － － － － 3,061 

自己株式の取得 － － － － △0 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△234 479 245 66 311 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△234 479 245 66 2,225 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
526 663 1,189 256 38,294 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,848 3,251 5,325 

減価償却費   389 423 865 

長期前払費用償却額   4 4 10 

退職給付引当金の 
増減額（減少：△） 

  △85 △107 16 

役員退職慰労引当金の増

減額（減少：△）  
  13 2 31 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  24 3 38 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  12 5 4 

受取利息及び受取配当金   △53 △111 △134 

支払利息   4 3 9 

自己株式買付手数料   － 26 － 

為替差損益（差益：△）   3 △23 29 

減損損失    289 23 526 

有形固定資産除却損   5 1 24 

有形固定資産売却損   0 2 4 

有形固定資産売却益   △1 △1 △2 

投資有価証券売却益   △11 － △11 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △481 △428 △202 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △231 △265 △240 

その他の流動資産の
増減額（増加：△） 

  △85 △123 36 

その他の投資の増減額

（増加：△） 
  28 － － 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  55 312 △89 

未払消費税等の増減額

（減少：△） 
  △8 △8 △5 

その他の流動負債の
増減額（減少：△） 

  △201 △178 126 

その他の固定負債の
増減額（減少：△） 

  △1 3 △54 

役員賞与の支払額   △16 － △16 

その他   3 △7 15 

小計   2,506 2,808 6,309 

利息及び配当金の受取額   48 110 125 

利息の支払額   △4 △7 △9 

法人税等の支払額   △1,504 △1,039 △2,946 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,046 1,872 3,478 

 



   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

定期預金の預入
による支出 

  △4,860 △3,223 △6,835 

定期預金の払戻
による収入 

  5,660 880 11,242 

有価証券の取得に
よる支出 

  △99 － △99 

有価証券の売却に
よる収入 

  － － 99 

投資有価証券の取得
による支出 

  △6 △311 △9 

投資有価証券の売却
による収入 

  20 3 20 

有形固定資産の取得
による支出 

  △462 △987 △846 

有形固定資産の売却
による収入 

  9 6 13 

無形固定資産の取得
による支出 

  △9 △7 △19 

長期前払費用の取得
による支出 

  △11 △2 △20 

貸付けによる支出   △11 △2 △15 

貸付金の回収による
収入 

  24 20 43 

その他   － △2 8 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  252 △3,625 3,581 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

自己株式取得による
支出 

  △0 △1,987 △0 

配当金の支払額   △452 △452 △1,130 

少数株主への配当金
の支払額 

  － △8 － 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △452 △2,448 △1,130 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  34 206 187 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  880 △3,994 6,116 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,925 18,042 11,925 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  12,806 14,048 18,042 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数  17社 (1）連結子会社数  17社 (1）連結子会社数  17社 

   連結子会社名は以下のとおりで

あります。 

 連結子会社名は以下のとおりで

あります。 

 連結子会社名は以下のとおりで

あります。 

  ㈱メドテック 

メドー産業㈱ 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器サービスセンター㈱ 

白河日東工器㈱ 

栃木日東工器㈱ 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING &  

CUTTING EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

日東工器物流株式会社 

＊株式会社夢工房 

㈱メドテック 

メドー産業㈱ 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器サービスセンター㈱ 

白河日東工器㈱ 

栃木日東工器㈱ 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING &  

CUTTING EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

日東工器物流株式会社 

株式会社夢工房 

㈱メドテック 

メドー産業㈱ 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器サービスセンター㈱ 

白河日東工器㈱ 

栃木日東工器㈱ 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING &  

CUTTING EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

日東工器物流株式会社 

＊株式会社夢工房 

  ＊株式会社夢工房は、平成18年８

月28日付で設立のため当連結会計

年度より連結の範囲に含めており

ます。 

 BRECO COUPLINGS, INCは平成17

年９月１日付で清算が結了したた

め当連結会計年度より連結の範囲

から除いております。 

  ＊株式会社夢工房は、平成18年８

月28日付で設立のため当連結会計

年度より連結の範囲に含めており

ます。 

 BRECO COUPLINGS, INCは平成17年

９月１日付で清算が結了したため

当連結会計年度より連結の範囲か

ら除いております。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

 該当事項はありません。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用会社はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、次の各社の

中間決算日は6月30日であります。 

 連結子会社のうち、次の各社の

中間決算日は6月30日であります。

 連結子会社のうち、次の各社の

決算日は12月31日であります。 

  NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD.

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING & CUTTING 

EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING (THAI- 

LAND)CO.,LTD. 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD.

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING & CUTTING 

EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING (THAI- 

LAND)CO.,LTD. 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY LTD 

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG. 

PTY LTD 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING & CUTTING 

EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING (THAI- 

LAND)CO.,LTD. 

   中間連結財務諸表の作成に当た

っては６月30日中間決算日現在の

財務諸表を採用し、平成18年７月

１日から中間連結決算日平成18年

９月30日までの間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては６月30日中間決算日現在の

財務諸表を採用し、平成19年７月

１日から中間連結決算日平成19年

９月30日までの間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は12月31日決算日現在の財務諸表

を採用し、平成19年１月１日から

連結決算日平成19年３月31日まで

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

商品・製品・材料・仕掛品 

 当社及び国内連結子会社は

主として総平均法による原価

法により評価しております。

なお、在外連結子会社は主と

して移動平均法による低価法

により評価しております。 

③ たな卸資産 

商品・製品・材料・仕掛品 

同左 

③ たな卸資産 

商品・製品・材料・仕掛品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準の規定に基

づく定額法によっておりま

す。 

 ただし、当社及び国内連結

子会社は平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は、定額法によって

おります。なお、主な耐用年

数は以下のとおりでありま

す。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  （会計方針の変更） 

  当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連結

連結会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更してお

ります。これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ９百万円減少して

おります。なお、セグメント情報

に与える影響は、軽微のため記載

しておりません。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

   ────── 

  

  建物及び構築物 

15年～50年 

 機械装置及び運搬具 

 ４年～10年 

 （追加情報） 

  当社及び国内連結子会社は、法

人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しておりま

す。これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が

それぞれ21百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与え

る影響は、軽微のため記載してお

りません。 

  ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

主として定額法、在外連結子

会社は主として所在地国の会

計基準の規定に基づく定額法

によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、また、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与に充

てるため、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間の負担

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

従業員に対して支給する賞与

に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

(会計方針の変更) 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ８百万円減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、軽微のため記載

しておりません。 

③ 役員賞与引当金 

 同左 

  

  

  

   ────── 

③ 役員賞与引当金 

  当社及び国内連結子会社は

役員賞与の支出に備えて、支

給見込額を計上しておりま

す。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に比

べて販売費及び一般管理費が

16百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ同額減

少しております。 

  なお、セグメント情報に与

える影響は、軽微のため記載

しておりません。 

  ④ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は従業員の退職給付に備える

ため当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による均等額を費用

処理しております。 

④ 退職給付引当金 

         同左 

④ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は従業員の退職給付に備える

ため当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による均等額を費用

処理しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の国内連結子

会社は役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規による

中間期末要支払額を計上して

おります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

         同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の国内連結子

会社は役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規による

期末要支払額を計上しており

ます。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債ならびに収益及び費用は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めてお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

  

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債ならびに収益及び費用は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社はリ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっておりま

す。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は36,907百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、中間連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しております。 

  ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は38,037百万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照

表の純資産の部については、連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表等規

則により作成しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表）   

  前中間連結会計期間において、「営業権」として掲記されて

いたものは、当中間連結会計期間から「のれん」と表示しており

ます。 

   （中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間において、「債権信託受益権」として掲記されて

いたものは、平成19年９月30日施行の「金融商品取引法」（「証券取引

法等の一部を改正する法律」（平成18年６月14日法律第65号））並びに

企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（平成19年６月15日

改正 企業会計基準委員会）及び会計制度委員会報告第14号「金融商品

会計に関する実務指針」（平成19年７月４日改正 日本公認会計士協

会）により「有価証券」として表示することとなったため、当中間連結

会計期間より「有価証券」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間において当該有価証券に含めて表示した債権

信託受益権は、1,798百万円（前中間連結会計期間2,099百万円）であり

ます。 

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

１．受取手形裏書譲渡高は、４百万円で

あります。 

※２．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間

の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理

しております。当中間連結会計期間末

日満期手形の金額は、次のとおりで

す。 

      受取手形     141百万円 

      支払手形       275百万円 

１．受取手形裏書譲渡高は、４百万円であ

ります。 

※２．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間

の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理

しております。当中間連結会計期間末

日満期手形の金額は、次のとおりで

す。 

      受取手形       125百万円 

      支払手形        263百万円 

１．受取手形裏書譲渡高は、4百万円であ

ります。 

※２．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、当連結会計年度の末日が金融

機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。当

連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりです。 

      受取手形        126百万円 

      支払手形          278百万円 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給料手当      1,207百万円

賞与引当金繰入

額 
        331百万円

退職給付費用         69百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
      18百万円

販売促進費     458百万円

研究開発費         422百万円

給料手当       1,279百万円

賞与引当金繰入

額 
330百万円

退職給付費用          59百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
        19百万円

販売促進費        452百万円

研究開発費         450百万円

給料手当       2,393百万円

賞与引当金繰入

額 
        261百万円

退職給付費用         135百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
      36百万円

販売促進費     995百万円

研究開発費         885百万円

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び 

運搬具 
   1百万円

合計    1百万円

機械装置及び 

運搬具 
    0百万円

工具器具備品    0百万円

合計     1百万円

機械装置及び 

運搬具 
   2百万円

合計       2百万円

※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び 

運搬具 
   0百万円

合計    0百万円

機械装置及び 

運搬具 
   2百万円

工具器具備品    0百万円

合計    2百万円

機械装置及び 

運搬具 
    4百万円

合計       4百万円

 



前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※４．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※４．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※４．減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

東京本社 

（東京都

大田区） 

本社付属

設備 
建物 285百万円

同上 備品 
工具器具

及び備品 
4百万円

場所 用途 種類 金額 

旧北関東

営業所 

（群馬県

太田市） 

営業所土

地 
土地 13百万円

同上 
営業所付

属設備 

建物及び

付属設備
9百万円

場所 用途 種類 金額 

東京本社

（東京都

大田区）

本社付属

設備 
建物 522百万円

同上 

  
備品 

工具器具

及び備品 
4百万円

 当社グループは、製造拠点については

当該拠点別に、販売拠点及び本社並びに

社宅等については共有資産として資産の

グルーピングをしております。その他、

賃貸物件及び遊休資産については、物件

ごとにグルーピングをしております。 

 当社は、平成18年10月17日開催の取締

役会において本社新築・建替え計画を決

議したことにより、将来使用する見込み

のなくなった固定資産について減損損失

を特別損失に計上しております。  

 なお、回収可能価額は除却までの使用

価値により算定しております。割引率に

ついては除却までの期間が短く金額的影

響が僅少なため考慮しておりません。 

 当社グループは、製造拠点については

当該拠点別に、販売拠点及び本社並びに

社宅等については共有資産として資産の

グルーピングをしております。その他、

賃貸物件及び遊休資産については、物件

ごとにグルーピングをしております。 

 当社は、旧北関東営業所の売却を決定

したことにより、当該営業所の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上してお

ります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額に

より算定しており、土地及び建物につい

ては、公示価格、相続税路線価並びに売

買事例等を勘案した合理的な見積りによ

り評価しております。 

当社グループは、製造拠点については

当該拠点別に、販売拠点及び本社並びに

社宅等については共有資産として資産の

グルーピングをしております。その他、

賃貸物件及び遊休資産については、物件

ごとにグルーピングをしております。 

当社は、平成18年10月17日開催の取締

役会において本社新築・建替え計画を決

議したことにより、将来使用する見込み

のなくなった固定資産について減損損失

を特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は除却までの使用

価値により算定しております。割引率に

ついては除却までの期間が短く金額的影

響が僅少なため考慮しておりません。 

５．簡便法による税効果会計の適用 

 法人税、住民税及び事業税は、当中

間連結会計期間の税金等調整前中間純

利益に当中間連結会計期間の税効果会

計適用後の見積実効税率を乗じて計算

した額を計上しており、納付税額及び

法人税等調整額を一括して記載してお

ります。 

５．簡便法による税効果会計の適用 

同左 

５．────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行株式総数の減少は886千株は、消却による減少であります。 

２.普通株式の自己株式の株式数の増加800千株は、公開買付による増加800千株、単元未満株式の買取による 

増加0千株によるものであります。 

３.普通株式の自己株数の減少は、自己株式消却886千株による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,689 － － 22,689 

合計 22,689 － － 22,689 

自己株式        

普通株式（注） 87 0 － 87 

合計 87 0 － 87 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 452 20 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 678  利益剰余金 30 平成18年９月30日 平成18年12月８日

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 22,689 － 886 21,803 

合計 22,689 － 886 21,803 

自己株式        

普通株式（注）２.３ 87 800 886 1 

合計 87 800 886 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 452 20 平成19年３月31日 平成19年６月22日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年11月20日 

取締役会 
普通株式 436  利益剰余金 20 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,689 － － 22,689 

合計 22,689 － － 22,689 

自己株式        

普通株式（注） 87 0 － 87 

合計 87 0 － 87 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 452 20 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 678 30 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 452  利益剰余金 20 平成19年３月31日 平成19年６月22日

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 13,271

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△4,463

有価証券の現金同等

物 
1,898

債権信託受益権の現

金同等物 
2,099

現金及び現金同等物 12,806

  （百万円）

現金及び預金勘定 14,087

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△4,236

有価証券の現金同等

物 
4,196

   

現金及び現金同等物 14,048

  （百万円）

現金及び預金勘定 15,415

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△1,369

有価証券の現金同等

物 
2,197

債権信託受益権の現

金同等物 
1,799

現金及び現金同等物 18,042



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

中間期

末残高

相当額 

(百万円) 

建物付属

設備 
7 1 5 

機械装置

及び運搬

具 

2,517 1,985 531 

工具器具

備品 
170 165 4 

 無形固定  

 資産 

「その他」 

9 7 2 

合計 2,703 2,160 543 

 

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

建物付属

設備 
7 3 3 

機械装置

及び運搬

具 

2,535 2,000 535 

工具器具

備品 
165 156 8 

 無形固定  

 資産 

「その他」 

11 11 0 

合計 2,719 2,171 548 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

期末残

高相当

額 

(百万円)

建物付属

設備 
7 2 4 

機械装置

及び運搬

具 

2,386 1,869 517 

工具器具

備品 
179 167 11 

 無形固定 

 資産 

「その他」

10 8 1 

合計 2,583 2,048 534 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内      163百万円

１年超      533百万円

合計      697百万円

１年内      169百万円

１年超      594百万円

合計    764百万円

１年内      181百万円

１年超     541百万円

合計      722百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料       86百万円

減価償却費相当額     108百万円

支払利息相当額     5百万円

支払リース料       99百万円

減価償却費相当額  125百万円

支払利息相当額      5百万円

支払リース料      147百万円

減価償却費相当額      229百万円

支払利息相当額       11百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

格を零とする級数法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。なお、当中間連結会計期間においては減損処理の対象となるものはありません。

また、中間連結会計期間末時点の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合の他、下落率が30％以上50％未満であり、かつ、過去

２年間の各月末の下落率の平均値（単純平均）が30％を超えている状態をもって「著しく下落した」としております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。なお、当中間連結会計期間においては減損処理の対象となるものはありません。

また、中間連結会計期間末時点の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合の他、下落率が30％以上50％未満であり、かつ、過去

２年間の各月末の下落率の平均値（単純平均）が30％を超えている状態をもって「著しく下落した」としております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

  中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

  時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 699 699 △0 

(2）社債 99 99 0 

(3）その他 － － － 

合計 799 799 △0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 372 1,293 921 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 372 1,293 921 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 1,199 

(2）その他有価証券  

非上場株式 66 

  中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

  時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 1,199 1,199 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,199 1,199 △0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 687 1,275 588 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 687 1,275 588 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 1,198 

(2）その他有価証券   

非上場株式 63 

債権信託受益権 1,798 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。なお、連結会計年度末時点の時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合の

他、下落率が30％以上50％未満であり、かつ、過去２年間の各月末の下落率の平均値（単純平均）が30％を超えている状態をもっ

て「著しく下落した」としております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの 

(1）国債・地方債 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債 999 998 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 999 998 △0 

合計 999 998 △0 

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円）

(1）株式 375 1,262 887 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 375 1,262 887 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 1,198 

(2）その他有価証券  

非上場株式 67 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引      

  売建      

  米国ドル 326 333 △7 

  英国ポンド 24 25 △0 

  ユーロ 60 61 △0 

  合計 411 419 △7 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引      

  売建      

  米国ドル 304 299 4 

  英国ポンド 41 41 0 

  ユーロ 75 75 △0 

  合計 421 416 4 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引      

  売建      

  米国ドル 263 262 0 

  英国ポンド 55 55 0 

  ユーロ 113 114 △0 

  合計 432 432 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性を考慮して４つの事業に区分しております。各区分に属する主な

製品は次のとおりであります。 

(1）迅速流体継手   真空用カプラ、空圧用カプラ、油圧用カプラ等 

(2）機械工具     ジェットタガネ、アトラ、ベルトン、デルボ等 

(3）リニア駆動ポンプ コンプレッサ、ブロワ等 

(4）その他      ドアクローザ等 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注）事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性を考慮して４つの事業に区分しております。各区分に属する主な

製品は次のとおりであります。 

(1）迅速流体継手   真空用カプラ、空圧用カプラ、油圧用カプラ等 

(2）機械工具     ジェットタガネ、アトラ、ベルトン、デルボ等 

(3）リニア駆動ポンプ コンプレッサ、ブロワ等 

(4）建築機器、他   ドアクローザ等 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性を考慮して４つの事業に区分しております。各区分に属する主な

製品は次のとおりであります。 

(1）迅速流体継手   真空用カプラ、空圧用カプラ、油圧用カプラ等 

(2）機械工具     ジェットタガネ、アトラ、ベルトン、デルボ等 

(3）リニア駆動ポンプ コンプレッサ、ブロワ等 

(4）建築機器、他   ドアクローザ等 

 
迅速流体
継手 
（百万円） 

機械工具

（百万円）

リニア駆
動ポンプ 
（百万円）

その他

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結

（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する
売上高 

5,449 5,813 2,552 881 14,697 － 14,697 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － (－） － 

計 5,449 5,813 2,552 881 14,697 － 14,697 

営業費用 4,164 4,608 1,990 801 11,564 (－） 11,564 

営業利益 1,285 1,205 562 80 3,133 (－） 3,133 

 
迅速流体
継手 
（百万円） 

機械工具

（百万円）

リニア駆
動ポンプ 
（百万円）

建築機器、
他 

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結

（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する
売上高 

5,653 6,686 2,491 1,041 15,873 － 15,873 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － （－） － 

計 5,653 6,686 2,491 1,041 15,873 － 15,873 

営業費用 4,412 5,224 2,098 947 12,682 (－） 12,682 

営業利益 1,240 1,462 393 94 3,190 （－） 3,190 

 
迅速流体
継手 
（百万円） 

機械工具

（百万円）

リニア駆
動ポンプ 
（百万円）

建築機器、
他 

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結

（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する
売上高 

11,035 12,274 4,857 1,905 30,073 － 30,073 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － （－） － 

計 11,035 12,274 4,857 1,905 30,073   30,073 

営業費用 8,676 9,902 3,950 1,725 24,254 （－） 24,254 

営業利益 2,359 2,372 907 179 5,819 （－） 5,819 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北   米……米国、カナダ 

ヨーロッパ……英国、ドイツ、フランス他 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北   米……米国、カナダ 

ヨーロッパ……英国、ドイツ、フランス他 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北   米……米国、カナダ 

ヨーロッパ……英国、ドイツ、フランス他 

 
日本 

(百万円) 

北米

(百万円) 

ヨーロッパ

(百万円) 

その他

(百万円)

計

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結

(百万円) 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 11,602 1,086 1,254 754 14,697 － 14,697 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,197 9 37 1,170 2,414 △2,414 － 

計 12,800 1,095 1,291 1,924 17,112 △2,414 14,697 

営業費用 10,168 885 1,216 1,698 13,969 △2,404 11,564 

営業利益 2,631 209 74 226 3,142 △9 3,133 

 
日本 

(百万円) 

北米

(百万円) 

ヨーロッパ

(百万円) 

その他

(百万円)

計

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結

(百万円) 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 12,368 1,085 1,497 921 15,873 － 15,873 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,252 4 48 1,382 2,687 △2,687 － 

計 13,621 1,090 1,545 2,304 18,561 △2,687 15,873 

営業費用 10,999 876 1,412 2,022 15,309 △2,627 12,682 

営業利益 2,621 214 133 282 3,251 △60 3,190 

 
日本 

(百万円) 

北米

(百万円) 

ヨーロッパ

(百万円) 

その他

(百万円) 

計

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結

(百万円) 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 23,417 2,108 2,727 1,819 30,073 － 30,073 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

2,407 11 75 2,431 4,926 △4,926 － 

計 25,825 2,120 2,803 4,250 34,999 △4,926 30,073 

営業費用 21,051 1,705 2,665 3,766 29,189 △4,935 24,254 

営業利益 4,773 414 137 484 5,810 8 5,819 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北   米…米国、カナダ 

(2）東南アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、韓国他 

(3）ヨーロッパ…英国、ドイツ、フランス他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北   米…米国、カナダ 

(2）東南アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、韓国他 

(3）ヨーロッパ…英国、ドイツ、フランス他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北   米…米国、カナダ 

(2）東南アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、韓国他 

(3）ヨーロッパ…英国、ドイツ、フランス他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

ヨーロッパ 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 1,234 1,463 1,387 575 4,661 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 14,697 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

8.4 10.0 9.4 3.9 31.7 

 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

ヨーロッパ 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 1,230 1,613 1,735 802 5,382 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 15,873 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

7.8 10.2 10.9 5.1 33.9 

 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

ヨーロッパ 
（百万円） 

その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 2,409 3,164 3,018 1,442 10,035 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 30,073 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

8.0 10.5 10.1 4.8 33.4 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   1,632.92円

１株当たり中間純利益      73.33円

１株当たり純資産額   1,733.28円

１株当たり中間純利益     86.72円

１株当たり純資産額   1,682.92円

１株当たり当期純利益   135.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,657 1,959 3,061 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

1,657 1,959 3,061 

期中平均株式数（千株） 22,602 22,593 22,602 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   9,276     8,908     10,517    

２．受取手形 ※２ 3,934     3,811     3,714    

３．売掛金   4,020     4,437     4,167    

４．有価証券   1,898     4,196     2,197    

５．製品   2,119     2,163     2,066    

６．材料   210     261     213    

７．仕掛品   29     33     27    

８．前渡金   40     62     40    

９．前払費用   48     59     33    

10  関係会社短期貸付
金   214     180     180    

11．債権信託受益権   2,099     －     1,799    

12．繰延税金資産   288     261     261    

13．その他   168     127     165    

流動資産合計     24,349 64.4   24,503 65.3   25,384 66.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   898     912     950    

(2）土地   2,924     2,913     2,926    

(3）その他   827     1,428     763    

有形固定資産合計     4,649 12.3   5,254 14.0   4,640 12.1 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   6     －     3    

(2）特許権   5     4     4    

(3）商標権   0     0     0    

(4）ソフトウェア   59     54     50    

(5）その他   14     14     14    

無形固定資産合計     85 0.2   73 0.2   72 0.2 

３．投資その他の資産                    

(1）長期性預金   1,000     －     500    

(2）投資有価証券   1,357     1,338     1,326    

(3) 関係会社株式   5,177     5,177     5,177    

(4）従業員長期貸付
金   266     236     253    

(5）関係会社長期貸
付金   630     425     515    

(6）長期前払費用   16     18     19    

(7）差入敷金保証金   69     58     59    

(8）保険積立金   19     25     22    

(9）繰延税金資産   60     332     210    

 (10）その他   171     123     123    

貸倒引当金   △62     △14     △14    

投資その他の資産
合計     8,706 23.1   7,720 20.5   8,193 21.4 

固定資産合計     13,441 35.6   13,048 34.7   12,907 33.7 

資産合計     37,791 100.0   37,551 100.0   38,291 100.0 

              

 



    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※２ 107     116     77    

２．買掛金   1,178     1,328     1,159    

３．未払金   213     361     415    

４．未払法人税等   933     993     766    

５．未払消費税等   2     －     －    

６．未払費用   630     653     628    

７．前受金   4     6     4    

８．預り金   60     186     61    

９．賞与引当金   404     408     404    

10. 役員賞与引当金   8     8     16    

11．その他   13     4     9    

流動負債合計     3,557 9.4   4,067 10.8   3,543 9.3 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   725     686     799    

２．役員退職慰労引当
金   107     124     124    

３．その他   127     95     95    

固定負債合計     960 2.6   905 2.4   1,019 2.7 

負債合計     4,517 12.0   4,973 13.2   4,562 11.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

 １. 資本金     1,850 4.9   1,850 4.9   1,850 4.8 

 ２. 資本剰余金                    

 (1) 資本準備金   1,925     1,925     1,925    

資本剰余金合計     1,925 5.1   1,925 5.1   1,925 5.0 

 ３. 利益剰余金                    

 (1) 利益準備金   462     462     462    

 (2) その他利益剰余
金                    

   中間配当積立金   680     455     1    

   配当平均積立金   220     220     220    

   固定資産圧縮積
立金   18     17     17    

   別途積立金   26,300     27,800     26,300    

   繰越利益剰余金   1,484     △498     2,640    

利益剰余金合計     29,165 77.2   28,456 75.8   29,641 77.4 

 ４．自己株式     △214 △0.6   △2 △0.0   △214 △0.6 

  株主資本合計      32,727 86.6   32,229 85.8   33,203 86.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．その他有価証券評
価差額金     546 1.4   348 0.9   526 1.4 

  評価・換算差額等合
計     546 1.4   348 0.9   526 1.4 

純資産合計     33,273 88.0   32,578 86.8   33,729 88.1 

負債純資産合計     37,791 100.0   37,551 100.0   38,291 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     12,344 100.0   13,168 100.0   25,026 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,644 53.8   7,292 55.4   13,784 55.1 

売上総利益     5,699 46.2   5,876 44.6   11,242 44.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     3,414 27.7   3,589 27.3   7,158 28.6 

営業利益     2,285 18.5   2,286 17.4   4,083 16.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   154 1.3   236 1.8   568 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   99 0.8   114 0.9   183 0.7 

経常利益     2,339 19.0   2,408 18.3   4,468 17.9 

Ⅵ 特別利益 ※３   11 0.1   － －   11 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※4,5   289 2.4   24 0.2   543 2.2 

税引前中間（当
期）純利益     2,060 16.7   2,383 18.1   3,936 15.7 

法人税、住民税及
び事業税   882     945     1,713    

法人税等調整額   － 882 7.2 － 945 7.2 △109 1,604 6.4 

中間（当期）純利
益     1,178 9.5   1,438 10.9   2,332 9.3 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月1日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計 
資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

中間配当
積立金 

配当平均
積立金 

固定資産
圧縮 
積立金 

 別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 0 220 19 24,800 2,952 △214 32,017 

中間会計期間中の変動額                    

中間配当積立金の積立(注) － － － 680 － － － △680 － － 

中間配当積立金の取崩(注) － － － △0 － － － 0 － － 

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
－ － － － － △1 － 1 － － 

剰余金の配当(注) － － － － － － － △452 － △452 

別途積立金の積立(注)  － － － － － － 1,500 △1,500 － － 

役員賞与(注) － － － － － － － △16 － △16 

中間純利益 － － － － － － － 1,178 － 1,178 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － 679 － △1 1,500 △1,468 △0 709 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 680 220 18 26,300 1,484 △214 32,727 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
760 32,777 

中間会計期間中の変動額    

中間配当積立金の積立(注) － － 

中間配当積立金の取崩(注) － － 

固定資産圧縮積立金の取崩(注) － － 

剰余金の配当(注) － △452 

別途積立金の積立(注) － － 

役員賞与(注) － △16 

中間純利益 － 1,178 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
△213 △213 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△213 495 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
546 33,273 



当中間会計期間（自平成19年４月1日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計 
資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 

中間配当
積立金 

配当平均
積立金 

固定資産
圧縮 

積立金 

 別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 1 220 17 26,300 2,640 △214 33,203 

中間会計期間中の変動額                    

中間配当積立金の積立 － － － 455 － － － △455 － － 

中間配当積立金の取崩  － － － △1 － － － 1 － － 

剰余金の配当 － － － － － － － △452 － △452 

別途積立金の積立 － － － － － － 1,500 △1,500 － － 

中間純利益 － － － － － － － 1,438 － 1,438 

自己株式の取得 － － － － － － － － △1,960 △1,960 

自己株式の消却 － － － － － － － △2,172 2,172 － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － 453 － － 1,500 △3,138 212 △973 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 455 220 17 27,800 △498 △2 32,229 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
526 33,729 

中間会計期間中の変動額    

中間配当積立金の積立 － － 

中間配当積立金の取崩 － － 

剰余金の配当 － △452 

別途積立金の積立 － － 

中間純利益 － 1,438 

自己株式の取得 － △1,960 

自己株式の消却 － － 

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
△177 △177 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△177 △1,151 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
348 32,578 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月1日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分による任意積立金 

       取崩項目及び利益処分項目は次のとおりであります。 

 任意積立金取崩額  １．固定資産圧縮積立金取崩高    1百万円 

                   ２．中間配当積立金取崩高        0百万円 

                           合     計               2百万円 

 利益処分額        １．配当金                    452百万円 

                   ２．役員賞与金                 16百万円 

                   ３．任意積立金         

                   （1）中間配当積立金           680百万円 

                   （2）別途積立金             1,500百万円 

                           合     計           2,648百万円 

 

株主資本

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金

自己株式 
株主資本合

計 資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金

中間配当
積立金 

配当平均
積立金 

固定資産
圧縮 

積立金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 0 220 19 24,800 2,952 △214 32,017 

事業年度中の変動額                    

中間配当積立金の積立(注) － － － 680 － － － △680 － － 

中間配当積立金の取崩(注) － － － △679 － － － 0 － △678 

固定資産圧縮積立金の取崩

(注)  
－ － － － － △2 － 2 － － 

剰余金の配当(注) － － － － － － － △452 － △452 

別途積立金の積立(注)  － － － － － － 1,500 △1,500 － － 

役員賞与(注) － － － － － － － △16 － △16 

当期純利益 － － － － － － － 2,332 － 2,332 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － 0 － △2 1,500 △312 △0 1,185 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,850 1,925 462 1 220 17 26,300 2,640 △214 33,203 

 
評価・換算差額等 

純資産合計その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
760 32,777 

事業年度中の変動額    

中間配当積立金の積立(注) － － 

中間配当積立金の取崩(注) － △678 

固定資産圧縮積立金の取崩(注) － － 

剰余金の配当(注) － △452 

別途積立金の積立(注) － － 

役員賞与(注) － △16 

当期純利益 － 2,332 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
△234 △234 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△234 951 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
526 33,729 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品・材料及び仕掛品 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品・材料及び仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・材料及び仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 

15年～50年 

   

     （会計方針の変更） 

  法人税法改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。 

  これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ４百万円減少しております。 

 （追加情報） 

  法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

  これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益がそれぞれ

17百万円減少しております。 

  ────── 

  

  

  

  

  

  

  

 ────── 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、また、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に充てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の負担

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に充てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

  (3）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員 

 賞与に関する会計基準」（企

業会計基準４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益はそれぞ

れ８百万円減少しております。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

  
  
 
  
 ────── 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、支

給見込額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて

販売費及び一般管理費が16百万

円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞ

れ同額減少しております 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は各事業年

度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異は各事業年

度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

   また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による均等額を費用処理してお

ります。 

   また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による均等額を費用処理してお

ります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金繰入額

は、内規による中間期末要支払

額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規による期末要

支払額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜き

方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

     

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

33,273百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則により作成しております。  

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月9日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会  平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。こ

れによる当事業年度の損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金

額は33,729百万円であります。 

  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

  （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において、「営業権」として掲記されていたもの

は、当中間会計期間から「のれん」と表示しております。  

   （中間貸借対照表） 

  前中間会計期間において、「債権信託受益権」として掲記されてい

たものは、平成19年９月30日施行の「金融商品取引法」（「証券取引

法等の一部を改正する法律」（平成18年６月14日法律第65号））並び

に企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（平成19年６月

15日改正 企業会計基準委員会）及び会計制度委員会報告第14号「金

融商品会計に関する実務指針」（平成19年７月４日改正 日本公認会

計士協会）により「有価証券」として表示することとなったため、当

中間会計期間より「有価証券」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間において当該有価証券に含めて表示した債権信

託受益権は、1,798百万円（前中間会計期間2,099百万円）でありま

す。 

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

               4,714百万円 

※２．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形については、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日でしたが、満期 

日に決済が行われたものとして処理しており

ます。当中間期末日満期手形の金額は、次の

とおりです。 

      受取手形     140百万円 

      支払手形       35百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

                    4,944百万円 

※２．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形については、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日でしたが、満期 

日に決済が行われたものとして処理しており

ます。当中間期末日満期手形の金額は、次の

とおりです。 

      受取手形     125百万円 

      支払手形       34百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

                    4,810百万円 

※２．期末日満期手形 

期末日満期手形については、当期の末日は金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は、次のとおりです。 

      受取手形     126百万円 

      支払手形       42百万円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   21百万円

受取配当金   71百万円

受取利息     38百万円

受取配当金     90百万円

受取利息     48百万円

受取配当金    396百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

売上割引   64百万円

たな卸資産除却

損 
  32百万円

売上割引 49百万円

たな卸資産除却

損 
   37百万円

自己株式買付手

数料 
   26百万円

売上割引    121百万円

たな卸資産除却

損 
    57百万円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．──────  ※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却

益 
  11百万円

  投資有価証券売

却益 
    11百万円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

減損損失  289百万円 減損損失     23百万円 減損損失    526百万円

※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

東京本社 

（東京都

大田区） 

本社付属

設備 
建物 285百万円

同上 

  
備品 

工具器具

及び備品 
4百万円

場所 用途 種類 金額 

旧北関東

営業所 

（群馬県

太田市 

営業所土

地 
土地 13百万円

同上 

  

営業所付

属設備 

建物及び

付属設備
9百万円

場所 用途 種類 金額 

東京本社

（東京都

大田区）

本社付属

設備 
建物 522百万円

同上 

  
備品 

工具器具

及び備品 
4百万円

 当社は、製造拠点については当該拠点別

に、販売拠点及び本社並びに社宅等について

は共用資産として資産のグルーピングをして

おります。その他、賃貸物件及び遊休資産に

ついては、物件ごとにグルーピングをしてお

ります。 

 当社は、平成18年10月17日開催の取締役会

において本社新築・建替え計画を決議したこ

とにより、将来使用する見込みのなくなった

固定資産について減損損失を特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は除却までの使用価値

により算定しております。割引率については

除却までの期間が短く金額的影響が僅少なた

め考慮しておりません。 

 当社は、製造拠点については当該拠点別

に、販売拠点及び本社並びに社宅等について

は共用資産として資産のグルーピングをして

おります。その他、賃貸物件及び遊休資産に

ついては、物件ごとにグルーピングをしてお

ります。 

 当社は、旧北関東営業所の売却を決定した

ことにより、当該営業所の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により

算定しており、土地及び建物については、公

示価格、相続税路線価並びに売買事例等を勘

案した合理的な見積りにより評価しておりま

す。 

 当社グループは、製造拠点については当該

拠点別に、販売拠点及び本社並びに社宅等に

ついては共有資産として資産のグルーピング

をしております。その他、賃貸物件及び遊休

資産については、物件ごとにグルーピングを

しております。 

 当社は、平成18年10月17日開催の取締役会

において本社新築・建替え計画を決議したこ

とにより、将来使用する見込みのなくなった

固定資産について減損損失を特別損失に計上

しております。 

なお、回収可能価額は除却までの使用価値に

より算定しております。割引率については除

却までの期間が短く金額的影響が僅少なため

考慮しておりません。 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産  152百万円

無形固定資産   14百万円

有形固定資産    182百万円

無形固定資産     16百万円

有形固定資産    358百万円

無形固定資産     30百万円

 ７．簡便法による税効果会計の適用 

 法人税、住民税及び事業税は、当中間期の

税引前中間純利益に当中間期の税効果会計適

用後の見積実効税率を乗じて計算した額を計

上しており、納付税額及び法人税等調整額を

一括して記載しております。 

 ７．簡便法による税効果会計の適用 

同左 

 ７．────── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加800千株は、公開買付による増加800千株、単元未満株式の買取による増加０千株であります。 

       2.普通株式の自己株数の減少は、自己株式消却886千株による減少であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間増加株

式数（千株） 

当中間会計期間減少株

式数（千株） 

当中間会計期間末株式数

（千株） 

普通株式（注） 87 0 － 87 

合計 87 0 － 87 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間増加株

式数（千株） 

当中間会計期間減少株

式数（千株） 

当中間会計期間末株式数

（千株） 

普通株式（注）1.2 87 800 886 1 

合計 87 800 886 1 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当事業年度増加株式数 

（千株） 

当事業年度減少株式数 

（千株） 

当事業年度末株式数 

（千株） 

普通株式（注） 87 0 － 87 

合計 87 0 － 87 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他 
（有形固
定資産） 

239 223 15 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

その他 
（有形固
定資産） 

249 224 25 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
（有形固
定資産） 

248 228 20 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内     5百万円

１年超     15百万円

合計      20百万円

１年内      7百万円

１年超       25百万円

合計        33百万円

１年内       5百万円

１年超     20百万円

合計         26百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料     4百万円

減価償却費相当額    3百万円

支払利息相当額    1百万円

支払リース料      5百万円

減価償却費相当額     5百万円

支払利息相当額     1百万円

支払リース料       9百万円

減価償却費相当額       8百万円

支払利息相当額     2百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする級数法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,472円11銭

１株当たり中間純利益     52円12銭

１株当たり純資産額   1,494円28銭

１株当たり中間純利益       63円67銭

１株当たり純資産額    1,492円31銭

１株当たり当期純利益      103円19銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 1,178 1,438 2,332 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,178 1,438 2,332 

期中平均株式数（千株） 22,602 22,593 22,602 



(2）【その他】 

 平成19年11月20日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………436百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月10日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第51期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月22日関東財務局長に提出 

(2) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自  平成19年８月１日  至  平成19年８月31日）平成19年９月14日関東財務局長に提出 

  報告期間（自  平成19年９月１日  至  平成19年９月30日）平成19年10月10日関東財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年10月２日関東財務局長に提出 

事業年度（第51期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月11日

日東工器株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯本 堅司  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 沼田 徹   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 角田 伸理之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

器株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日東工器株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月14日

日東工器株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯本 堅司  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 沼田 徹   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 角田 伸理之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日東工器株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日東工器株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月11日

日東工器株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯本 堅司  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 沼田 徹   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 角田 伸理之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

器株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日東工器株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月14日

日東工器株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯本 堅司  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 沼田 徹   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 角田 伸理之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日東工器株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日東工器株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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